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１ 赤字削減・解消の取組みについて
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赤字削減・解消の取組みに関する協議事項

〇赤字削減・解消計画における目標年次の記載内容について

１ 協議事項①

〇国通知（※）の中で、赤字の発生年度から翌々年度までに赤字の解消が見込まれない場合に赤字削減・解消計画を策

定することとされており、赤字削減・解消計画の計画期間は原則６年以内とされている

（※保国発0129第2号平成30年1月29日 厚生労働省保険局国民健康保険課長通知 国民健康保険保険者の赤字削減・解消計画の策定等について）

〇保険者努力支援制度交付金の評価指標として、赤字削減・解消計画で解消期限（６年以内）を定めていない場合で

あって、削減予定額を達成していない場合、または計画を策定していない場合にはマイナス評価となる

〇新経済・財政再生計画 改革工程表２０２２の中で、「法定外繰入等を行っている市町村数を２０２３年度までに

１００市町村、２０２６年度までに５０市町村」とすることが明記されている

〇将来的に保険料水準を統一するにあたり、赤字の確実な解消が必要となる

〇現在、赤字削減・解消計画を策定し、赤字解消を進めている市町は２市町

（解消予定年度：令和８年度・・・１市町、令和１０年度・・・１市町）

〇令和３年度に決算補填等目的の法定外繰入を行った市町は２市町で、総額約４２百万円

〇「新たに赤字削減・解消計画を策定する場合、保険料水準の統一の目標年次の前年度末までに解消することを基本と
する」と明記

２ 現状・背景等

３ 改定案



【固有指標⑥（ⅳ）法定外繰入の解消等】

※ 赤字削減・解消計画については、「国民健康保険「国民健康保険保険者の赤字削減・解消計画の策定等について」（平成30年１月29日付け保国発0129第２号
国民健康保険課長通知。）において示された様式に準拠したものに限る。

【令和５年度指標の考え方】

○ 年度の更新を行う。

令和５年度実施分
決算補填等目的の法定外一般会計繰入等の削減

（令和３年度の実施状況を評価）
配点 該当数 達成率

① 令和３年度決算において決算補填等目的の法定外一般会
計繰入等を行っていない場合

30 1493 85.8%

赤字の解消期限（６年以内）、年次毎の削減予定額（率）及
び具体的な取組内容を定めた赤字削減・解消計画を策定して
いる場合であって、次の要件に該当している場合

② 令和３年度の削減予定額（率）を達成している場合 20 79 4.5%

③ 令和３年度の削減予定額（率）は達成していないが、
その1/2以上の額（率）を削減している場合

10 7 0.4%

赤字の削減目標年次、削減予定額（率）及び具体的な取組
内容を定めた赤字削減・解消計画を策定しているが、解消期
限（６年以内）を定めていない場合であって、次の要件に該
当している場合

④ 令和３年度の削減予定額（率）を達成している場合
※計画初年度からの平均削減予定額(率)が10%未満の場合は、

達成していたとしても⑤とする。

5 19 1.1%

⑤ 令和３年度決算において決算補填等目的の法定外一般
会計繰入等の金額は増加していないが、削減予定額
（率）は達成していない場合

-15 44 2.5%

⑥ 令和３年度決算において決算補填等目的の法定外一般
会計繰入等の金額が増加している場合

-25 28 1.6%

⑦ 計画策定対象市町村※であるにもかかわらず、赤字削
減・解消計画を策定していない場合、又は赤字削減・解消
計画を策定しているが、赤字の削減目標年次、削減予定額
（率）若しくは具体的な取組内容のいずれかを定めていな
い場合
※令和３年度までに赤字の解消が確実に見込まれるとして赤字削

減・解消計画を策定していなかったが、令和３年度決算において
決算補填等目的の法定外繰入等を行っている場合を含む。

-30 0 0.0%

令和４年度実施分
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決算補填等目的の法定外一般会計繰入等の削減
（令和２年度の実施状況を評価）

配点 該当数 達成率

① 令和２年度決算において決算補填等目的の法定外一般会
計繰入等を行っていない場合

30 1462 84.0%

赤字の解消期限（６年以内）、年次毎の削減予定額（率）及
び具体的な取組内容を定めた赤字削減・解消計画を策定して
いる場合であって、次の要件に該当している場合

② 令和２年度の削減予定額（率）を達成している場合 20 95 5.5%

③ 令和２年度の削減予定額（率）は達成していないが、
その1/2以上の額（率）を削減している場合

10 3 0.2%

赤字の削減目標年次、削減予定額（率）及び具体的な取組
内容を定めた赤字削減・解消計画を策定しているが、解消期
限（６年以内）を定めていない場合であって、次の要件に該
当している場合

④ 令和２年度の削減予定額（率）を達成している場合
※計画初年度からの平均削減予定額(率)が10%未満の場合は、

達成していたとしても⑤とする。

5 28 1.6%

⑤ 令和２年度決算において決算補填等目的の法定外一般
会計繰入等の金額は増加していないが、削減予定額
（率）は達成していない場合

-15 47 2.7%

⑥ 令和２年度決算において決算補填等目的の法定外一般
会計繰入等の金額が増加している場合

-25 19 1.1%

⑦ 計画策定対象市町村※であるにもかかわらず、赤字削
減・解消計画を策定していない場合、又は赤字削減・解消
計画を策定しているが、赤字の削減目標年次、削減予定額
（率）若しくは具体的な取組内容のいずれかを定めていな
い場合
※令和２年度までに赤字の解消が確実に見込まれるとして赤字削

減・解消計画を策定していなかったが、令和２年度決算において
決算補填等目的の法定外繰入等を行っている場合を含む。

-30 2 0.1%

令和５年度市町村取組評価分
令和５年４月１４日厚生労働省
主催国保主管課長会議資料



【指標③ ：決算補填等目的の法定外一般会計繰入の解消等】

令和５年度実施分

【令和５年度指標の考え方】

○ 年度の更新を行う。

令和５年度都道府県取組評価分

令和４年度実施分
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決算補填等目的の法定外一般会計繰入の解消等
（令和２年度の実施状況を評価）

配点 該当数 達成率

① 都道府県内の全ての市町村について、市町村指標①
に該当している場合

30 10 21%

② ①の基準は満たさないが、都道府県内の全ての市町
村のうち８割以上の市町村について、市町村指標①又
は②に該当している場合

10 30 64%

③ 都道府県内の全ての市町村のうち１割以上の市町村
について、市町村指標⑤、⑥又は⑦に該当している場
合

-30 1 2%

④ ③の基準は満たさないが、都道府県内の全ての市町
村のうち0.5割以上の市町村について、市町村指標⑤、
⑥又は⑦に該当している場合

-10 5 11%

⑤ 令和３年9月末時点で、都道府県内の全ての市町村
のうち１割以上の市町村が、赤字削減･解消計画の解消
予定年度が令和8年度までになっていない場合。

ただし、解消予定年度を令和９年度以降としていた
計画策定対象の１割以上が解消予定年度を令和８年度
までに変更した場合を除く（令和２年10月～令和３年
９月に提出された変更計画が対象）。

-10 2 4%

決算補填等目的の法定外一般会計繰入の解消等
（令和３年度の実施状況を評価）

配点 該当数 達成率

① 都道府県内の全ての市町村について、市町村
指標①に該当している場合

30 15 32%

② ①の基準は満たさないが、都道府県内の全て
の市町村のうち８割以上の市町村について、市町
村指標①又は②に該当している場合

10 27 57%

③ 都道府県内の全ての市町村のうち１割以上の
市町村について、市町村指標⑤、⑥又は⑦に該当
している場合

-30 2 4%

④ ③の基準は満たさないが、都道府県内の全て
の市町村のうち0.5割以上の市町村について、市
町村指標⑤、⑥又は⑦に該当している場合

-10 5 11%

⑤ 令和４年9月末時点で、都道府県内の全ての市
町村のうち１割以上の市町村が、赤字削減･解消
計画の解消予定年度が令和8年度までになってい
ない場合。

ただし、解消予定年度を令和９年度以降とし
ていた計画策定対象市町村が解消予定年度を令和
８年度までに変更し、１割以上純減した場合を除
く（令和３年10月～令和４年９月に提出された
変更計画が対象）。

-10 1 2%

令和５年４月１４日厚生労働省
主催国保主管課長会議資料

※県内で２市町以上が令和９年度以降を解消予定年
度とする計画を策定すると、－１０点に該当

都道府県分は納付金調整財源に活用しているため、
当財源が減少し、納付金額の上昇が想定される
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（出典）厚生労働省保険局国民健康保険課調べ

（億円）

市町村の一般会計からの決算補填等目的の法定外繰入の推移

269
市町村

237
市町村

677
市町村

505
市町村

321
市町村

：法定外繰入実施市町村数

355
市町村

（速報値）

令和５年４月１４日厚生労働省
主催国保主管課長会議資料
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赤字削減・解消計画の策定状況

（参考）解消予定年度ごとの市町村数

（出典）厚生労働省保険局国民健康保険課調べ

（参考）
Ｒ３解消済

Ｒ４～５解消 Ｒ６～８解消 Ｒ９以降解消 合計

計
画
初
年
度

H30 （18） 89 35 55 179

R1 （10） 8 7 0 15

R2 （4） 4 12 2 18

R3 （7） 2 10 0 12

R4 0 3 6 9

・・・
合計 解消

未解消

（39） 103

130

67

63

63

－

233

令和４年１２月末日時点
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令和５年４月１４日厚生労働省
主催国保主管課長会議資料
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市町国保の財政状況

• 令和３年度の各市町国保の決算では２市町が一般会計から決算補てん目的の法定外繰入を実施している。

• 決算補填目的の法定外繰入額は年々減少しており、赤字削減・解消計画に基づき削減しているのは２市町。

出典：「国民健康保険事業報告」（福井県）



２ 高齢者の保健事業と介護予防の一体的な
実施について
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高齢者保健事業と介護予防の一体的実施に関する協議事項

〇高齢者保健事業と介護予防の一体的実施の記載について

１ 協議事項①

〇７５歳になると国民健康保険や被用者保険から後期高齢者医療制度に移行するため、これまで国保で受診してきた健

診の結果や保健事業が途切れてしまい、継続的な支援が受けられないことが問題となっていた。

〇高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施とは、複数の慢性疾患をもちフレイル状態に陥りやすい高齢者に対し、一

人一人の状況に応じたきめ細やかな支援を行い医療専門職が積極的に関わり、高齢者の保健事業と介護予防事業を一

体的に実施すること

〇厚生労働省は２０２４年（令和６年度）までに全市町で展開することを目指している。

〇また、第４次医療費適正化計画において、高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施を位置づけて取組みを推進する

方針

〇県内では、令和４年度では８市町が一体的実施を展開

〇厚生労働省の方針に従い、「高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施を令和６年度までに全市町で展開することを

目指す」と明記してはどうか。

２ 現状・背景等

３ 改定案



高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施

⚫ 広域連合が高齢者保健事業を国民健康保険保健事業及び介護予防の取組と一体的に実施する取組
が令和２年４月から開始された。

⚫ 広域連合は、その実施を構成市町村に委託することができる。

医
療
保
険

介
護
保
険

被用者保険
（健保組合、協会けんぽ）

○ほぼ健康診査のみ

後期高齢者医療
（広域連合）

国民健康保険
（市町村）

○特定健診、特定保健指導

○重症化予防（糖尿病対策等）等

７５歳

６５歳

介護保険の介護予防等
（市町村）

事業の接続が必要

○一般介護予防事業
（住民主体の通いの場）等

フレイル状態に
着目した疾病予
防の取組が必要

退職等

▼保健事業と介護予防の現状と課題 ▼一体的実施イメージ図

保健事業 介護予防の事業等

生活機能
の改善

疾病予防・
重症化予防

かかりつけ医等

通いの場等
への関与

アウトリー
チ支援等

・ 栄養・口腔・服薬の訪問
相談・保健指導等

・ 糖尿病対策等生活習慣病
の重症化予防 等

地域を担当する

医療専門職※

企画調整を行う

医療専門職※

※新たに配置

・ 介護予防の通いの場等に
おいて、運動・栄養・口腔
のフレイル予防

・ 通いの場等において、高
齢者の全身状態を把握 等

○令和４年度の実施済みの市町村は 1,072市町村、全体の約62％

○令和６年度には 1,666市町村、全体の約96％の市町村で実施の目途が立っている状況。

○令和６年度までに全ての市町村において一体的な実施を展開することを目指す。
一体的実施実施状況調査（令和４年11月時点）

10



３ 保険者規模別収納率目標について
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保険者規模別収納率目標に関する協議事項

〇保険者規模別収納率目標の率の引き上げについて

１ 協議事項①

〇運営方針では保険者ごとの被保険者数規模に応じて、４つの区分を設けて目標を設定

〇目標は、全国平均収納率を第１目標、全国上位３割に当たる収納率を第２目標としてそれぞれ設定

〇第１目標、第２目標の達成状況に応じて県特別交付金２号交付金を交付

〇収納率は上昇傾向が続いており、令和元年度に県全体で９４．８９％であったものが、令和３年度には９６．１９％

と１．３％上昇し、保険者規模別収納率目標の第１目標を１６市町が達成、第２目標を１１市町が達成

〇県全体の収納率を上昇させることにより、保険料額の抑制につながるため、被保険者全体の負担を軽減できる。

〇保険者努力支援制度の令和５年度の評価指標となる全国平均収納率を第１目標、全国上位３割に当たる収納率をベー
スに、収納率の目標を引き上げてはどうか。

県の保険者規模別収納率目標

を引上げて県全体の収納率の

向上を図る

（目標の具体的な数値は今後

市町と協議の上決定）

２ 現状・背景等

３ 改定案

上位５割 上位３割 上位５割 上位３割

３千人未満 98.01 98.92

３千人以上１万人未満 96.45 97.17

１万人以上５万人未満 93.87 94.81 95.32 96.13

５万人以上１０万人未満 91.38 92.45 93.30 94.42

95.98 97.13

保険者努力支援制度評価指標
R2 R5

第1目標 第2目標

５千人未満 96 97.5

５千～１万人 95 96.5

１～２万人 94 95.5

２～５万人 93 94.5

収納率目標【現行】
規　模

国が定める
評価指標が引上げＲ３～Ｒ５


